
○印西市空き家リフォーム工事補助金交付要綱 

令和２年３月２７日告示第６０号  

改正 令和３年３月２５日告示第３８号  

改正 令和５年３月２８日告示第５２号  

改正 令和８年３月２３日告示第３９号  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内の空き家・空き室の利活用を促進し、定住人口の増

加を図り、地域の活性化に資することを目的として、印西市空き家リフォー

ム工事補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、印西市補

助金等交付規則（昭和５３年規則第６号。以下「規則」という。）に定める

もののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

 (1) 補助対象住宅  市内に存在する自己の居住の用に供するための住宅又

は住戸であって、当該建築物が都市計画法（昭和４３年法律第１００号）

並びに建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項、第６条の

２第１項、第１８条第３項及び同法第３章の規定に適合するもので、同法

第６条第１項、第６条の２第１項及び第１８条第３項の確認済証の交付を

受けてから１０年以上経過したものをいう。 

 (2) 親世帯 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）

又はその配偶者の親の世帯をいう。 

 (3) 子育て世帯  第７条の交付申請を行う日の属する年度の４月１日にお

いて１８歳未満のこどもがいる世帯をいう。 

（補助対象工事） 

第３条 補助金の交付の対象となる工事は、補助対象住宅のリフォーム工事（市

内に本店を有する法人又は市内の個人事業者が施工するものに限る。）であ

って、補助対象経費の総額が２０万円以上のものとする。 

２  リフォーム工事は、申請者自らが施工する場合又は１親等以内の親族が施

工する場合（申請者又は１親等以内の親族が営む業者が施工する場合を含

む。）は、補助金の対象外とする。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当するもの

とする。 

 (1) 自ら居住するために補助対象住宅を新たに取得し、当該補助対象住宅に

係る売買契約を締結した日（以下「売買契約締結日」という。）から２年

以内に補助対象工事を行おうとする者 

 (2) 同一の世帯に市区町村民税を滞納している者がいない者 

 (3) 過去にこの要綱による補助金の交付を受けたことがない者 

２  前項の規定にかかわらず、当該補助対象住宅が３親等以内の親族から取得



したものである場合は、対象としないものとする。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の対象となる経費は、補助対象工事に係る経費のうち、屋根、

外壁、居室、台所、トイレ、浴室のリフォームに係る経費とし、次に掲げる

経費を除くものとする。 

 (1) 門、塀等の外構工事 

 (2) 別棟の車庫、物置等の新築又は改修等 

 (3) 家庭用電化製品、カーテン、家具等の購入 

 (4) 補助対象住宅の従前所有者の備品等の廃棄 

 (5) 災害等による保険給付金の対象となる経費 

 (6) 市の他の制度による補助金等を受けている経費 

 (7) その他市長が適当でないと認めるもの 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費に１０分の１を乗じて得た額（千円未満

切捨て）とし、２０万円を限度とする。 

２  前項の規定にかかわらず、次の各号に該当するときは、それぞれ当該各号

に定める額に別表の補助対象経費の総額に応じて定める加算の割合を乗じた

額を加算できるものとする。 

 (1) 親世帯が売買契約締結日以前から市内に居住し、かつ、市の住民基本台

帳に記録されている場合 ５万円 

 (2) 子育て世帯の場合 ５万円 

（交付申請） 

第７条 申請者は、リフォーム工事に係る契約を締結する前に、空き家リフォ

ーム工事補助金交付申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、

市長に申請しなければならない。 

 (1) 補助対象住宅の売買契約書の写し 

 (2) 補助対象住宅の確認済証の写し又はこれに代わるものの写し 

 (3) リフォーム工事に係る見積書の写し 

 (4) リフォーム工事の内容が分かる図面等 

 (5) リフォーム工事施工前の状況が分かる写真 

 (6) 市税納税状況確認承諾書（別記第２号様式）又は市区町村民税の滞納が

ないことを証する書類 

 (7) 親世帯の世帯全員が記載された住民票の写し及び親子関係を証する書

類（前条第２項第１号の補助金の加算を受ける場合に限る。） 

 (8) 世帯全員が記載された住民票の写し又は住民票確認承諾書（別記第３号

様式）（前条第２項第２号の補助金の加算を受ける場合に限る。） 

 (9) その他市長が必要と認めるもの 

２  前項の申請は、補助金の交付を受けようとする年度の１１月末日までに行

わなければならない。 

（交付決定の通知） 



第８条 市長は、前条の規定により交付申請があったときは、補助金の交付の

可否を決定し、空き家リフォーム工事補助金交付・不交付決定通知書（別記

第４号様式）により、申請者に通知するものとする。 

（交付の条件） 

第９条 市長は、前条の規定により補助金の交付を決定したときは、次に掲げ

る条件を付するものとする。 

 (1) 補助金の実績報告を行う日までに、市の住民基本台帳に記録されている

こと。 

 (2) 補助金を受領した日の翌年度から起算して１０年間は、当該補助対象住

宅に居住すること。ただし、火災、地震等やむを得ない事情により居住で

きなくなった場合は、この限りでない。 

 (3) 補助金の執行状況に関し、市長が必要な調査をしようとするときは、こ

れに協力すること。 

（変更又は中止の承認申請等） 

第１０条  第８条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決

定者」という。）は、申請内容を変更しようとする場合又はリフォーム工事

を中止しようとする場合は、速やかに空き家リフォーム工事補助金変更・中

止承認申請書（別記第５号様式）を市長に提出しなければならない。 

２  前項の規定により申請内容の変更の申請をするときは、申請内容の変更を

証する書類を添付するものとする。 

３  市長は、第１項の規定による申請を承認したときは、空き家リフォーム工

事補助金変更・中止承認通知書（別記第６号様式）により、交付決定者に通

知するものとする。 

（実績報告） 

第１１条  交付決定者は、リフォーム工事の完了後、空き家リフォーム工事補

助金実績報告書（別記第７号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出

しなければならない。 

 (1) リフォーム工事に係る契約書その他これに類するものの写し 

 (2) リフォーム工事に要した費用に係る領収書の写し 

 (3) リフォーム工事完了後の状況が分かる写真 

 (4) 補助対象住宅の登録事項証明書その他これに類するものの写し 

 (5) 世帯全員が記載された住民票の写し又は住民票確認承諾書（別記第３号

様式） 

 (6) その他市長が必要と認めるもの 

２  市長は、既に提出された書類等により、前項各号の書類により確認すべき

事項について確認ができる場合は、前項の規定にかかわらず、書類の添付を

省略させることができる。 

３  実績報告書の提出は、第８条の規定による交付決定の通知のあった日の属

する年度の２月末日までに行わなければならない。 

 （額の確定） 



第１２条  規則第１４条の規定による通知は、空き家リフォーム工事補助金額

確定通知書（別記第８号様式）によるものとする。 

（交付の請求） 

第１３条  交付決定者は、規則第１６条の規定による請求は、空き家リフォー

ム工事補助金交付請求書（別記第９号様式）を市長に提出しなければならな

い。 

（補助金の代理受領） 

第１４条  交付決定者は、当該補助金の受領について、工事を行った業者に委

任する方法（以下「代理受領」という。）により行うことができる。この場

合において、交付決定者は、前項の代理受領を選択するときは、前条の請求

をすることができない。 

２  前項の規定による代理受領により補助金の交付を受けようとする交付決定

者は、第１２条の規定による通知を受けた後、空き家リフォーム工事補助金

交付代理受領請求書（別記第１０号様式）により市長に請求するものとする。 

（委任） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

（失効） 

２  この告示は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この告

示の失効前にこの告示の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、な

お、従前の例による。 

附 則（令和３年３月２５日告示第３８号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  改正後の印西市空き家リフォーム工事補助金交付要綱の規定は、この告示

の施行の日（以下「施行日」という。）以後になされる補助金の申請につい

て適用し、施行日前になされた補助金の申請その他の手続については、なお

従前の例による。 

附 則 

この告示は、令和８年４月１日から施行する。 



別表 

補助対象経費の総額 加算の割合 

２０万円以上３０万円未満 ２０パーセント 

３０万円以上４０万円未満 ３０パーセント 

４０万円以上５０万円未満 ４０パーセント 

５０万円以上６０万円未満 ５０パーセント 

６０万円以上７０万円未満 ６０パーセント 

７０万円以上８０万円未満 ７０パーセント 

８０万円以上９０万円未満 ８０パーセント 

９０万円以上１００万円未満 ９０パーセント 

１００万円以上 １００パーセント 

 


